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要約

本論文は、日本における道路資本について、 の推計方法に則って 年度末から 年度末まで

の潜在的な資本サービス提供量を表す生産的資本ストックと将来的に利用可能な道路サービス水準を表す純資

本ストックを推計したうえで、推計した資本ストックを用いて老朽化度合いを示す指標を作成し、日本の道路

資本における維持・更新に対する懸念に対して老朽化度合いの観点から都道府県別に評価している。

生産的資本ストックは国道、地方道ともに拡大し続けている一方で、とくに地方道については純資本ストッ

クが減少している道府県が多くなっていることがわかる。また、道路資本の老朽化度合いを測る指標として生

産的資本ストックに対する純資本ストックの割合をみると、全国的に同一の低下傾向をたどっており、現在、

都道府県間比較で老朽化が進んでいない都道府県であっても、公共投資水準が現在の水準と変わらなければ、

一気に老朽化が進む可能性を示している。
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はじめに

日本では、 年代後半に非効率な公共投資への批判や政府部門の財政状況の悪化から、 年代後半以

降公共投資は削減され続けた。『国民経済計算』によると公共投資 の対 比率は、 年度のピーク時

には あったが、 年度には まで縮小している。そのなかで、公共事業の個別プロジェクトレベ

ルでは、費用便益分析の義務化や社会資本の長寿命化のためのアセット・マネジメントでみられるように、公

共事業の経済効率性を高める仕組みが導入されている。

他方、長野・南 や国土交通省 で指摘されているように、公共事業費の削減によって、既存の

社会資本ストックが維持・更新できなくなることが懸念されている。また、こうした全国的な社会資本ストッ

クの維持・更新への懸念は、地域別でみれば経済力が弱く財政状況が悪い地方圏だけでなく、社会資本が高い

水準で利用されることで劣化が早まっているとすれば都市圏でも無視できない。

プロジェクトレベルでは公共事業の経済効率性を高める仕組みが導入されつつあるが、マクロ的なレベルで

の公共投資水準の妥当性については十分に議論されているとはいえない。こうした議論において、資本サー

ビスの潜在的供給量または資本の資産価値を表す社会資本ストックは、判断指標の一つになりうると考えら

れる。

日本における社会資本ストックの推計は、第二次世界大戦後に限っても竹内編著 をはじめにして内

閣府政策統括官 経済社会システム担当 編 に至るまで過去からの蓄積がある。そして、国際的には、

や において経済学的な考え方を取り入れつつ国民経済計算体系とも整合的な資

本ストックの概念や測定方法が提唱され、マクロ的なレベルでの公共投資水準の妥当性を判断するための利用

できる可能性がある。

ただし、日本での資本ストックは、生産に利用される資本量を測る目的で推計されており、マクロ的なレベ

ルでの公共投資水準の妥当性を判断するためなど他の目的に利用されることを想定していない。また、日本に

おいて の概念をふまえた資本ストックの推計は野村 以外ほとんどないのが現状である。

本論文では、日本の道路資本において維持・更新への懸念が顕在化しているか否かを検討するために、日本

における道路資本に限定して、 の推計方法に則った推計から明らかにする。具体的には、 年度末

までの国道と地方道（主要地方道と都道府県道、市町村道の合算）の資本ストックを都道府県別に推計し、社

会資本ストックの維持・更新への懸念に対して評価可能な指標を提示し、日本の道路資本の現状を老朽化度合

いから都道府県間で比較する。

本論文の構成は以下の通りである。第 節では、 や における資本測定方法を

整理したうえで、社会資本ストックの推計に による資本概念を適用して推計する場合に生じる問題点

を述べる。第 節では、 による資本概念に基づいた都道府県別の道路資本ストックの推計を行う。第

節では、都道府県別の一般道路資本ストックの推計結果をふまえて、道路資本ストックの老朽化度合いを都

道府県間で比較する。

ここでの公共投資は、公的総固定資本形成のうち一般政府の投資支出である。
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マニュアルに基づく社会資本ストックに関する論点整理

本節では、 や での資本ストックの概念を整理するとともに、既存の社会資本

ストック推定との違いを明らかにし、 マニュアルに準じて社会資本ストックを推定するときに考慮し

なければならない点を検討する。

マニュアルによる資本ストック概念

や は、経済学的な考え方に基づいて資本ストックの概念を整理しているが、

鍵となるのは資本財が生み出す資本サービスや資産価値の経年による変化である。

資本サービスを提供する資本財が経年により影響を受けるものとして つ考えている。一つは資本サービス

量で、 のマニュアルでは とよんでいる。もう一つは、将来産み出す資本サー

ビスの供給期間が少なくなる結果として生じる資本財の価値の低下で、 のマニュアルでは

とよんでいる。

と の間には、完全競争下で密接な関係がある。完全競争市場下で

は、 期に購入した耐用年数 の資本財の 期末時点での価値 は、 期から 期までに産み出す

資本サービスの価値 の割引現在価値で表せる。ここで、 期から 期までの

割引率の流列を で表せば、 期末時点での資本財の価値 は

となる。なお、 期に購入した資本財が 期経過したときの資本サービスの価値 は、その資本

財の時点 における資本サービスの使用者費用 と新品時の資本サービス量 、 期経過したこと

による資本サービス量を新品時の資本サービス量に対する比で表した を用いて

で表すことができるとしよう。ここで、 は、 に依存せず購入時点からの経過期間 の

みに応じて変化する資本サービスの低下度合いを表しており、 のマニュアルにおける

である。

そして、資本財の価値は、経年によって資本サービスの提供期間が少なくなるので減少する。たとえば、

期に購入した資本財の 期末における価値 の に対する比率は、

は野村 では「経齢的効率性プロファイル」という用語を用い、清水監訳 では「年齢 効率
プロファイル」と訳している。

は、野村 では「経齢的価格プロファイル」という用語を用い、清水監訳 では年齢 価格プロファ
イルと訳している。
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となる。ところで、 は、資本の使用者費用 と割引率 が

与えられれば、 に依存せず、新品時からの経過期間のみに依存している。これが のマニュアルにお

ける である。

以上から、資本の使用者費用と割引率が経過年数に伴い変わらなければ、資本財が生み出す実質的なサービ

ス量の経年変化である と が一対一で対応していることになる。

数値例として、耐用年数が 年で資本サービス量は耐用年数期間不変の資本財 を 期に購入するとして、

で、割引率 は で一定、資本財の実質価格は保有に伴うキャピタル・ゲインはゼロという期待形成（静的

期待形成仮説）を仮定し、第 期に生み出す資本サービス量に対する資本の使用者費用 資本サービス価格

が とすれば、 は表 のように求めることができる。

表 第 期の資本サービス価格 の資本財 の の導出

第 期に購入した資本財の第 期の初めにおける資本財価格（純資本ストック額）は、第 期から第 期ま

でに産み出す資本サービスの価値の割引現在価値の総和であり、第 期の初めにおける資本財価格（純資本ス

トック額）は、第 期から第 期までに産み出す資本サービスの価値の割引現在価値の総和で表される。この

ように、資本財価格（純資本ストック額）は、その時点以降に資本サービスが産み出される期間が短くなるほ

ど減少することになる。

この例では、資本の使用者費用や割引率を仮定し、 を与えたうえで

を計算したが、逆に が既知のもとで、 を導出することもできる 。

以上から、経年的な物的な資本サービス量の低下である を反映した現在稼働可能な資

本サービス量を全ての資本財について推計し、それらを集計したものとして生産的資本ストック

が定義される。また、経年的な物的な資本サービス量の残存価値の低下である

を反映した現在稼働可能な資本サービスの残存価値を全ての資本財について推計し、それらの集計値として純

資本ストック が定義されることになる。

なお、これまで日本で推定されてきた資本ストックは、内閣府の『民間企業資本ストック』などで粗資本ス

トックとよばれているが、推計の目的からみれば、 のマニュアルでいう生産的資本ストックである。

現在、内閣府では『民間企業投資・除却調査』で民間部門が使用する資本財の価格情報と除却タイミングなどの情報を公表してい
る。資本財の残存価値の変遷を中古品価格の推移で捉え、それを とみなしたうえで、生産的資本ストックの推
計の基礎となる を推測することも可能である。
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の手法による社会資本ストック推定の検討事項

社会資本ストックになる資本財は、民間資本ストックと異なり市場で取引されているわけではない。そのた

め、 のマニュアルにそって道路資本ストックを推計する場合、資本財の物理的特性の情報を集めて推

計せざるをえない。そこで、 のマニュアルに沿って道路資本ストックを推計するときに検討を要する

と思われる 点、つまり除却分布、 、道路における純資本ストックの意味を検討する。

除却分布は、資本財が経年劣化以外の理由で使用を止めるタイミングのばらつきを表現したものである。な

お、資本ストックの推計で使用される耐用年数は除却分布の期待値として規定することが一般的である。

除却分布は、 が 年代以降さまざまな種類の資本財で検討し（ を参照）、日本に

おいても、近年内閣府『民間企業投資・除却調査』により除却分布の推計が可能になろうとしている。また、

社会資本ストックについても、土木工学の分野で貝戸ほか のようにアメリカにおける橋梁の点検デー

タに基づく劣化曲線の推計が行われていたり、行政でも道路のアセットマネジメントの観点から点検データに

基づいた劣化曲線の推計が行われようとしている 。ただし、社会資本については、日本では情報蓄積が十

分とはいえない。

除却分布の形状は、推計結果に大きな影響を与える可能性もある。生存関数（本論文でいう除却分布と

を合わせた概念）の形状の違いが粗資本ストックや純資本ストックの推計値に及ぼす

影響を検討した は、資本ストックの推計値に大きな影響を与える形状とそ

うでない形状があることを明らかにしている。また、日本の社会資本ストックについては、内閣府政策統括官

経済社会システム担当 編 で、耐用年数を変えずに除却分布をさまざまな形を仮定して推計し、除却

分布の形状が推定値に対してあまり影響はないと結論づけている。他にもさまざまな研究で社会資本ストック

を推計しているが、社会資本ストックの除却分布の形状について定説はないため、各自がそれぞれ望ましいと

考えている除却分布を与えているのが現状である。

次に、 について検討する。 は、使用年数の経過に伴う資本サー

ビスの減少度合いをみたもので、一般的に、資本財はその利用により物理的に磨耗し、当初と同じ資本サービ

スが提供できなくなることをふまえたものである。道路資本の では、通行による道路

への負荷のかかり方と道路サービス水準の変化の関係をみる必要がある。道路サービスを通行することに限定

すれば、年数の経過に伴い道路資本サービスの量が急激に低下するという想定は不自然である。他方で、道路

資本サービスの快適さを含めれば、経年によりサービス量が低下するという想定は自然であろう。ただし、道

路の利用量による道路資本サービス水準への影響についての研究は見つからず、実際の道路法でも、第 条

に道路の維持補修に関する技術的な基準は政令で定めるとしているが、現時点ではその政令は存在していない

（小澤 ・玉腰 ）。

最後に道路における純資本ストックの意味について検討する。純資本ストックが売買できる資本財であれ

ば、完全競争条件下で資本サービス価格と資本財価格は裁定条件で結び付けられるはずである。したがって、

売買される資本財での純資本ストックは、将来提供可能な資本サービスの潜在的な供給量の意味と経済価値の

意味との両方をもちうる。

しかし、道路資本サービスは、純粋公共財であるため提供されるサービス量を捉えることが難しく、いった

ん供用されれば途中で他の場所に移して使用できない。したがって、社会資本サービスにおける価格は売買さ

たとえば、東京都では、 年に東京都橋梁長寿命化検討委員会 も作成され、橋梁について点検データに基づいて劣化曲
線の推計を行い、アセットマネジメントに生かす動きがみられる。
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れる資本財と同一に扱うことはできず、社会資本の資本財価格は、直接資本財の資産価値を表すことはない。

もし、社会資本において経済的価値を推計しようとすれば、社会資本の経済的な寄与を明示化する必要があ

る。たとえば、社会資本の経済的価値を評価をした研究には、 の から評価した浅子・野口 や

生産活動で実際に利用される稼働率を考慮して推定した があるが、これらは社会資本の

経済的な寄与を社会資本の生産力効果として表れているという想定をおいている。

以上から、現状では、社会資本ストックに関する物理的な性質に関する情報は少なく、除却分布と

については本論文で何らかの仮定を設定せざるをえない。また、道路における純資本ストッ

クは、将来生み出す資本サービス量を表すものとしては利用可能であるが、経済価値を表すものに利用するこ

とは難しく、潜在的に残存している資本サービス量を表現したものと限定して評価したほうがよいと考えら

れる。

都道府県別の道路資本ストックの推計

本節は、前節までの マニュアルにおける資本の概念についての整理と推計方法の検討をふまえて、

道路資本について国道、地方道に区分して、都道府県別に生産的資本ストックと純資本ストックの推定を行

う。なお、実質投資額の推計方法は付録を参照されたい。

資本ストック推計における仮定

前節までの検討をふまえて、資本ストックの推定を以下の仮定に基づいて行う。

除却は、耐用年数経過後に一括除却されると仮定する。

道路ストックの耐用年数は、内閣府政策統括官 経済社会システム担当 編 にしたがい 年と

する。

道路サービスは、その資本財が現存する間は同一のサービスを提供すると仮定する。つまり、

は、耐用年数の間、 で一定と仮定する。

割引率は費用便益分析で用いられる割引率と同様に と仮定し、資本サービス価格はキャピタル・ゲ

インはゼロという静的期待形成仮説にしたがうと仮定する。

とくに の仮定は、物理的減耗の要素を一切含めていないこともあり、一般的に資本ストックが過大に推計

される。

さらに、本論文は災害復旧費に関して内閣府政策統括官 経済社会システム担当 編 と異なる扱いを

している。内閣府政策統括官 経済社会システム担当 編 では、ある年度の災害復旧費はある年度の資

本ストックの被害額と等しく、実際に被害に遭う資本ストックは、耐用年数のちょうど半分経過した資本ス

トックのみと仮定している。確かに被害に遭う資本ストックを特定することは困難であるため内閣府政策統括

官 経済社会システム担当 編 のように仮定することには合理性があり、生産的資本ストックを推計す

る場合には大きな影響はないと考えられる。しかし、純資本ストックを推計する場合、消失する資本財の投資

タイミングが特定化されると純資本ストックの推計結果に大きく影響する可能性がある。

そこで、本論文では、ある年度の災害復旧費は、ある年度の資本ストックの被害額と等しいことは変えるこ

となく、被災する資本ストックが前年度末時点で現存する「粗資本ストック」の経過年数による構成比と同一

の比率であると仮定する。この推計方法は、内閣府政策統括官 経済社会システム担当 編 よりもより
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現実に近い推計方法であると考えられる。ただし、内閣府政策統括官 経済社会システム担当 編 の推

計結果と比べると、資本設置後の経過期間が少ない資本財が被災することになるため、純資本ストックの推計

値を過大にする可能性がある。

日本全体での道路資本ストック

以上の仮定をふまえて、沖縄県を除いた全国レベルでの一般道路の生産的資本ストックと純資本ストックの

推計結果を図 で示している。なお、本論文での純資本ストックは、道路の状況を維持補修をしなかった場合

図 全国の一般道路資本ストックの推移 年度価格 億円
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に道路資本がどの程度利用できるかという観点からみるので物理量で捉えられればよく、生産的資本ストック

と同様に 年度価格の実質値としている 。

図 によれば、生産的資本ストックと純資本ストックはともに増加し続けている。内閣府政策統括官 経済

社会システム担当 編 では 年度末までの推計結果が提示されているが、 年度以降も同じ傾

向であるといえる。ただし、純資本ストックについては伸び率が小さいことも注目に値する。これは、図 に

あるように道路の実質投資額が 年度以降著しく低下してきたことを反映している。実際に、 年度と

年度の道路の実質投資額は 年代はじめの実質投資額とほぼ同じである。生産的資本ストック量、つ

まり潜在的に利用可能な道路サービス量は増加し続けているので、近年の投資額は現存の道路資本ストックの

整備水準を引き上げらなくなる水準に低下してきたことを示している。

図 は、道路資本ストックを国道と地方道に区分したうえで、それぞれの生産的資本ストックと純資本ス

トックの対前年比変化率の推移を示したものである。公共投資が削減される 年代後半以降、道路資本ス

トックの伸び率は低下してきているが、一貫して国道よりも地方道の資本ストック変化率が低く、とくに地方

道の純資本ストックの変化率はほぼゼロになっている。実質道路投資額全体では 年度をピークにして低

名目値の純資本ストックは、静的期待形成仮説にしたがっていれば本論文で推計した 年度価格の純資本ストックに資本の使
用者費用を乗じれば導出できる。
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図 実質道路投資額の推移 年度価格 億円
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下しはじめるが、地方道での投資額の低下はより早い時点からはじまったことを示唆している。

都道府県別・道路種類別の道路資本ストック

道路資本ストックを都道府県別にみると、純資本ストックが減少に転じている都道府県があることが明らか

になった。純資本ストックは潜在的に残存している資本サービス量を表現したもので、純資本ストックの減少

は道路資本サービスが提供される残存量が減少していることを示している。表 は、純資本ストックが減少に

転じた都道府県をリストアップしたものである。なお、括弧で括られている都道府県は、ピーク年度以降純資

本ストックがいったん低下するものの再び増加する都道府県を示している。とくに四国地方に属する全ての県

表 道路全体の純資本ストック額におけるピーク年度

は、純資本ストックが減少に転じていることは注目に値する。

さらに、国道と地方道に分けてみると、国道では全国の傾向と同じく生産的資本ストックも純資本ストック

も減少していなかったが、地方道では純資本ストックが減少に転じている道府県があることがわかる。地方道

の純資本ストックが減少に転じた道府県をピークに達した年度でまとめたものが表 である。なお、括弧で括

られている道府県は、表 と同じようにピーク年度以降純資本ストックが低下するものの再度増加する道府県

を示している。道路全体で純資本ストックが減少を示している道府県は多くなかったが、地方道にかぎってみ

表 地方道における純資本ストック額のピーク年度

ると広範囲にわたる府県で純資本ストックが減少していることがわかる。

純資本ストックの減少が生じた道府県をみると地域別に類型化することができる。一つは、地域の中核と

なっている都道府県の周辺地域で発生している地域である。たとえば東北地方は、宮城県以外の件で軒並み減

少に転じているし、東海地方も愛知県以外の県で減少に転じている。もう一つは、四国地方と関西地方のよう

に、地域の拠点となる府県を含めた多くの府県で純資本ストックが減少に転じている地域である。四国地方は

他の地域に比べても早いタイミングで純資本ストックが減少に転じており、四国地方の拠点である香川県も減

少している。関西地方は地域の拠点で日本三大都市のひとつを擁する大阪府が早い時点で純資本ストックの減

少がみられる。

次に、 年度末時点における生産的資本ストックの年齢構成について、投資時期で区分してみる。国道

の資本ストックの年齢構成を示したものが図 で、地方道の資本ストックの年齢構成を示したものが図 で

ある。図 と図 の年齢構成は、投資した年度により表し、 年度を最新年度として 年刻みに 分割し



新潟大学　経　済　論　集84 第93号　2012－Ⅰ
ている。具体的には、 年度以前に投資して 年度末時点で生産的資本ストックとして残存している部

分（図 における「それ以前」に相当）と、 年度から 年度に投資して残存している部分（「 」

に相当）、 年度から 年度に投資して残存している部分（「 」に相当）、 年度から 年

度に投資して残存している部分（「 」に相当）、 年度から 年度に投資して残存している部分

（「 」に相当）の つである。なお、本論文の推計では、耐用年数期間資本サービス量が一定と仮定して

いるため、生産的資本ストックの年齢構成は、耐用年数期間における道路投資額の構成比とほぼ同一になる。

図 国道の生産的資本ストックの年齢構成
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地方道に比べて国道の資本ストックの年齢構成は近年投資した部分が大きく、地方道に比べて国道は老朽化

が進んでいないことがわかる。これは、純資本ストックの変化率が、地方道よりも国道において高いことから

も示唆される。そして、地方道の年齢構成をみると、老朽化の進度は 年代における投資額の少なさが影

響しているといえるが、 年代の地方道の投資額が少なくなったのはバブル経済崩壊後の景気低迷による

影響であろう。中澤 や玉腰 でも指摘されているように、国道や主要地方道以外の道路における

維持補修に対する補助金制度は新設・改良に対する補助金制度に比べて少なく、地方公共団体における道路の

維持補修のための費用は地方財政法第 条により地方債をもって財源にすることができない。このため、道路

投資のうち維持補修費は一般財源に依存することになり、景気低迷においては税収が減るので道路投資を少な

くせざるをえなかったと考えられる。

日本の道路資本ストックの現状分析

本節では、現状の道路資本水準の都道府県間格差を明らかにし、近年言及されることが増えた道路資本ス

トックの維持・更新への懸念に対して資本ストック額からみた評価を行うことにしたい。

ここで、道路資本の維持・更新の必要性を測る指標として、生産的資本ストックに対する純資本ストックの
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図 地方道の生産的資本ストックの年齢構成
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割合を提示する。これは、現時点で潜在的に利用可能な道路資本サービス量に対する今後道路資本サービスと

して利用可能な残存量の割合であり、ちょうど道路サービスが提供できる残り期間を表すとともに、道路資本

の老朽化度合いを表している。

国道と地方道それぞれについて、 年度価格で評価した生産的資本ストックに対する純資本ストックの

割合を計算したものを図 と図 に示した。 まず、図 と図 を比較すると、全体的に地方道においてその

割合が小さくなっており、地方道の老朽化が国道に比べて進んでいることを示している。次に、国道におけ

るその割合を都道府県間で比較すると、山間地が多く存在する県で低くなっており、公共投資の規模が減少

することにともなって経済効率性の低い地域への投資を抑制してきたことを反映している可能性がある。ま

た、地方道においてその割合の高低と地方道の純資本ストックの伸び率の関係性も検討したがとくにみられな

かった。

地方道における生産的資本ストックに対する純資本ストックの割合の時系列推移をみるために、その割合が

低い府県 つと高い府県 つ、大都市を擁する都県として東京都と愛知県、全国平均の つをとりあげ、その

割合の時系列推移を示したものが図 である。生産的資本ストックに対する純資本ストックの割合は、

年代前半以降、その割合の序列はほぼ変わっておらず、同じような動きを示していることから、老朽化の進展

は全国共通した現象であるといえる。つまり、大阪府が他都道府県に比べて老朽化が進んでいるのは、

年代前半の段階で老朽化が相対的に進んでおり、さらに全国的な投資額の減少で老朽化度合いが高くなったと

いえよう。ただし、現時点で純資本ストックが減少に転じている都府県では、現在、都道府県間の比較で老朽

化が進んでいなくても、道路投資が低水準で推移すれば急激に老朽化が進むと考えられる。

以上から、道路の維持・更新に対する懸念は、純資本ストックが減少に転じつつあり、現在の道路資本の老

朽化度合いが 年代はじめの水準まで低下してきていることをふまえると、近い将来全国的に現実味を帯

びてくることが示唆される。全国的に少子高齢化が進み人口減少が予想されるなかでは、これまでの新設の取
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図 国道の生産的資本ストックに対する純資本ストックの割合 年度末時点
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図 地方道の生産的資本ストックに対する純資本ストックの割合 年度末時点
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図 地方道における生産的資本ストックに対する純資本ストックの割合の推移
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捨選択だけでなく、維持補修についても取捨選択せざるをえない状況になっているといえよう。とくに、地方

圏は、道路が社会生活に欠かすことのできない基盤になっており、道路資本の老朽化が表出すれば居住民の生

活水準を下げることにもなるので、道路の維持・更新に対する配慮を欠くことのないようにしなければならな

いだろう。

まとめと今後の課題

本論文では、日本の道路資本の現状を明らかにするために、 マニュアルの資本概念を利用し 年

度末までの道路資本ストックを都道府県別に推計し、道路資本ストックの老朽化度合いを都道府県間で比較

した。

まず、社会資本として扱われる資本財に マニュアルの概念を適用する場合、現段階では物理的情報

の蓄積が少ないために仮定をおかざるをえず、純資本ストックでにおいては経済価値としての意味をもたせる

ことは難しく、物理的な潜在的残存供給量を示すことに限定したほうがよいことがわかった。

そして、国道と地方道別に推計した結果からは、潜在的な資本サービス提供量の指標である生産的資本ス

トックは国道、地方道ともに経年的に拡大しているが、他方、地方道は将来的に利用可能な道路サービス水準

を表す純資本ストックが減少している道府県が多いことがわかった。また、道路資本の更新の必要性を測る指

標として生産的資本ストックに対する純資本ストックの割合をみると、全国的に同じような低下傾向をたどっ

ており、現在、都道府県間比較で老朽化が進んでいない都道府県であっても、公共投資水準が現在の水準と変

わらなければ、一気に老朽化が進む可能性が示唆される。

全国的に少子高齢化の進展と人口減少が予想されるなかでは、道路資本ストックにおいて新設の取捨選択だ

けでなく、維持補修についても取捨選択していく必要があると考えられる。また、とくに地方圏で道路資本

サービスが維持できなくなることは国民の経済活動に深刻な影響をもたらすので、道路の維持・更新に対する
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配慮を欠くことのないようにしなければならないだろう。

残された課題は つある。一つは、 のマニュアルの資本概念を道路資本ストックに適用する場合、

道路の物的な性質に関する情報に頼らざるをえないが、現段階での研究蓄積は十分とはいえず、本推計は仮定

の積み重ねの結果になった。経済学でなく土木工学をも含めて包括的に議論されていくことが期待される。そ

して、道路資本の状況は都道府県間および時点間の相対的な比較のみで、絶対水準から検討ができなかったの

で、今後検討していきたい。
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付録 都道府県別の道路投資額の推計方法

本論文で推計した都道府県別道路資本ストックのベースとなる 年度価格の実質道路投資額について具

体的に述べることにする。なお、生産的資本ストックや純資本ストックの推計に用いる仮定は、本文を参照さ

れたい。

また、本論文で推計した道路ストック額は で公開する

予定である。

年度より前の道路投資額

が提唱する資本ストック推計は、原則 法 を適用しなければなら

ない。しかし、 年度末時点における資本ストック額は分かっているものの、 年度より前の長期間に

わたる道路投資額はわからない。そこで、資本ストックの推計では、 年度末時点で存在するグロスベー

スの資本ストックは、過去耐用年数期間 本論文では 年間 にわたって均等に投資された結果と仮定して、

仮想的に 法を適用した。

年度末の資本ストック額

年度末の道路資本ストック額は、竹内編著 にも掲載されている昭和 年の経済審議会地域部

会で推計したグロスベースの地域別資本ストックを用いる。ただし、経済審議会地域部会推計における道路ス

トックは「都道府県以上の道路」と「その他の道路」という区分のみで、本論文の「国道」と「地方道」という

区分とは異なる。そこで、経済審議会地域部会推計の「その他の道路」は市町村道のストックとみなし、「都

道府県以上の道路」は国道と主要地方道、一般都道府県道の資本ストックの合算値とみなし、舗装済実延長に

より按分した。

年度以降の道路投資額

年以降の道路投資額は国土交通省『道路統計年報』を用いている。ただし、用地費・補償費について

は 年以前には存在しない。そこで、国土交通省『建設業務統計年報』を用いて国道と地方道、街路の総

投資額に対する用地費・補償費の割合を求め、それを『道路統計年報』の投資額に乗じることで用地費・補償

費を推計した。

デフレータ

デフレータは、 年度基準の国土交通省総合政策局『建設工事費デフレーター』の「道路 」を全ての都

道府県に適用している。




